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資料１ 
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見直し

基本構想

基本計画

中期戦略

事業ﾌﾟﾗﾝ
(実施計画)

平成２５年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３４年度

見直し 見直し



計画策定時に捉えたまちづくりの課題 

人口減少・少子高齢社会への対応 

安全・安心意識の高まりへの対応 

経済規模縮小による活力低下への対応 

都市の持続性に配慮したまちづくりへの対応 

新しい自治の確立への対応   

本市を取り巻く広域的な課題への対応 
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人口の推移と推計 

※各年１月１日人口 

100,651 99,000 
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人口推計と実人口との比較 
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99,469 

各年１月１日現在人口 



人口：社会増減（転入・転出）の推移 
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人口：自然増減（出生・死亡）の推移 
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老年人口 

生産年齢人口 

年少人口 

年齢３区分別人口構成比の推移と推計 

8 



9 

国勢調査に基づく県内市町村の人口増減 

＜神奈川県ホームページより＞ 
平成 27 年国勢調査結果速報 
 （神奈川県の人口と世帯）  



市税の状況 
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一般会計 性質別経費の推移 
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経常収支比率の推移 
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将来負担比率の推移 
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まちの活力や未来の伊勢原づくりに欠かせない「健康づ

くり」「観光振興」「新たな土地利用」「子育て環境づく

り」の４つの施策分野の取組を、庁内に「連携・連動推進

チーム」を設置し、市民の皆さんと総力をあげて推進して

います。 

健康づくり 観光振興 
新たな 
土地利用 

子育て 
環境づくり 



１ 健康づくり 

食育 ・食育セミナーの開催 
  

・東海大学医学部と連携した「健康バス」の運行による健康診断受診の促進 
  

・ウォーキングガイドの活用による運動習慣づくり 
・クルリン健康ポイント事業の開始 
・チャレンジデーへの参加 

・一般介護予防事業の推進 
 

 
  

健診 

運動 

生きがい 
づくり 

      いきいき健康 だいすき伊勢原 スローガン 

健康寿命を延ばすため、健康、医療、スポーツ、介護予防、観光、農業などの分野が連携し、総合的に

市民の健康を増進する取組を進めています。 
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２ 観光振興 

観光振興・シティプロモーションの取組 

・「平成大山講プロジェクト」の推進 
・Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備と多言語対応アプリの開発 
・日向薬師宝城坊本堂「平成の大改修」完了 
・日向薬師バス停公衆トイレの改修 
・フィルムコミッションの支援 
 
多彩なイベントへの取組 

国際観光地を目指す取組 

・日向路ウォークの開催 
・春色フェスタの開催 
・山の日記念イベントの開催 

・ミシュラン・グリーンガイド・ジャポンへの大山の紹介 
・大山ケーブルカーのリニューアル 
・小田急特急ロマンスカーの伊勢原駅への常時停車 
・「日本遺産」の「大山詣り」認定 

日向薬師宝城坊本堂見学会 

「平成大山講プロジェクト」をはじめ伊勢原の魅力を発信し、市内外の交流を活性化するため観光、農

業、商業、シティプロモーションなどの分野が連携し、総合的に我がまちの魅力を高める取組を進めて

います。 
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３ 新たな土地利用 

東部第二土地区画整理推進事業 北ｲﾝﾀｰ周辺地区まちづくり推進事業 

 土地区画整理組合と連携した企業誘致を推進。平成
３０年度の企業立地の開始に向けて着々と準備を進め

ていきます。 
【経過】 
○平成２７年４月 
 伊勢原市東部第二土地区画整理組合 設立 
○平成２７年１０月 
 造成工事開始 

 

 平成３０年度の広域幹線道路の開通を見据え、産
業系用地の創出に向けた土地区画整理事業の具体
的な検討を行っています。 

 今後も引き続き、伊勢原北インターチェンジを生か
したまちづくり活動を支援します。 
【経過】 
○平成２８年４月 
 土地区画整理組合設立準備委員会 設立 

伊勢原北インターチェンジ(仮称)イメージ 
（中日本高速道路株式会社厚木工事事務所提供） 

新東名高速道路などの開通を踏まえ、地域経済の発展を図るため、都市基盤、企業誘致、地域産業など

の分野が連携し、総合的に都市の発展を支える取組を進めています。 
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４ 子育て環境づくり 

 
・妊婦歯科検診に対する助成制度の創設 
・一般的な不妊治療に対する費用助成 
・小児医療費助成の通院対象年齢を小学校６年生まで拡大 
・保育環境の整備 
・放課後子ども教室の開設 
・療育相談員の増員 

 
・認定こども園の設置 

 
・親子で楽しめる公園の整備に向け    
   た検討 

少子化のトレンドを変えるため、子ども・子育て支援、ワーク・ライフ・バランス、雇用創出、社会資

本整備などの分野が連携し、子育て環境の充実に向けた取組を総合的に推進しています。 
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本市の豊かな自然の中で 
みんなが力を合わせ 
更に発展した新しいまちを創造し 
誰もがしあわせを実感できる 
明るい未来を築いていくことをめざします。 
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